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研究成果の概要（和文）：本研究は、インドネシア政府への政策提言を目的に、地域間経済格差の要因となる地域間要
素不均衡が経済成長に与える影響を、生産要素の地域データを用いて、検証した。具体的には、（１）州別資本ストッ
クの推計、（２）州別生産関数による資本の生産力効果の推計、（３）州別生産関数の投入変数のパラメータを技術制
約、投入量の全国総計を資源制約として、全国の経済厚生を最大とする競争均衡条件下の要素配分を応用一般均衡モデ
ルにより算定、（４）投資の均等配分比率を用いた過去の地域開発政策の方向性の検証の４項目の研究を実施した。

研究成果の概要（英文）：The regional imbalance of production factors is a key determinant of regional inco
me inequality. This study examines the effects of interregional imbalance in production factors on nationa
l and regional economic growth in Indonesia, to help better inform policymaking. In the three years during
 which this research project took place, we garnered the following four research findings: (1) estimations
 of capital stock values, by province, (2) the output effects of capital on the economy, by province, (3) 
calculations of the welfare-maximizing allocation of factor inputs across the provinces, given the estimat
ion results of the province-level production function, and (4) an examination of investment allocation pol
icy across the provinces, with emphasis on efficiency, equity, and/or redistribution under a trade-off res
triction.
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１．研究開始当初の背景 
世界第４位の人口と東西５千 km に及ぶ広

大な国土を有する島嶼国家インドネシアは、
高い経済成長を達成する一方で、独立以来の
政策課題である地域間経済格差の是正に尽
力してきた。その一方で、その要因となる要
素不均衡については、現在でも経済活動の６
割が国土面積の１割に満たないジャワ島に
集中し、状況改善に向けた政策研究上の貢献
が求められてきた。 
こうした中で、１人当たり GDP に基づく

地域間経済格差の推移を分析した Esmara
（1975）の研究を嚆矢として、様々な政策研
究が行なわれてきた。しかし、地域間要素不
均衡については、資本ストックの地域データ
制約から研究の進展は遅れていた。 

２．研究の目的 
本研究は、経済成長の達成と地域間経済格

差の是正という政策目標の実現に苦慮する
インドネシア政府への政策的含意の提供を
目的に、地域間要素不均衡が経済成長に与え
る影響を、生産要素の地域データを用いて検
証した。さらに、効率性と衡平性の視点から
過去の地域開発政策の方向性を考察した。 

３．研究の方法 
本研究は、前段の研究目的を達成するため

に、（１）州別資本ストックの推計、（２）資
本の生産力効果の推計、（３）地域間要素配
分における効率性の検証、（４）投資の均等
配分比率による地域開発政策の検証の４項
目の研究を実施した。 

(１) 州別資本ストックの推計 
地域所得統計の総固定資本形成の累積額

と地域別の資本の残存率関数に基づく
Perpetual Inventory Method を用いて、州別
資本ストックを独自に推計した。さらに、
1986 年から 2007 年までのインドネシア 26
州の資本と労働投入量と生産額で構成され
る地域マクロ経済パネル・データを整備した。 

(２) 資本の生産力効果の推計 
(１)で整備した地域データを用いて、コ

ブ・ダグラス型州別地域生産関数を推計し、
資本のパラメータから、資本の生産力効果を
算定した。（1）の推計では、データ制約から
資本ストック額は民間資本と社会資本の合
計値である総資本として表示されており、総
資本は社会資本の特性を含んでいる。こうし
たことから、生産関数の推計では、「資本の
地域配分は地域開発政策に依存するため、パ
ラメータは各州で異なる」とする仮定を用い
て、特定化した。 

(３) 地域間要素配分の効率性の検証 
（２）の州別地域生産関数を推計結果から、

各変数のパラメータを技術制約、各要素の投
入量の全国総計を資源制約として、全国の国
民の経済厚生が最大となる競争均衡条件下

での要素配分（競争均衡要素配分）と生産額
（競争均衡生産額）を、応用一般均衡モデル
を用いて算定した。算定された生産額に対す
る実際の生産額の比率を地域配分の効率性
と定義して、各州の推移を分析した。 

(４) 投資の均等配分比率による地域開発政策
の検証 

本研究項目では、ソロー成長会計モデルか
ら独自に導出した投資の均等配分比率を用
いて、経済危機前後の地域開発政策の方向性
を、効率性と衡平性の観点から、明らかにし
た。投資の均等配分比率とは、当該地域の資
本の経済成長に対する寄与度（直接効果）と
他地域の資本が当該地域の経済成長に影響
を与える寄与度（スピルオーバー効果）の合
計が全地域で等しくなる衡平的な配分政策
下で投資の地域シェアを示す。 
均等配分率の算定に必要な資本のパラメ

ータは、(2)の生産関数のパラメータを用いる。
他地域の社会資本の変数では、当該地域を除
くすべての地域の資本額を空間近接行列で
ウエイト付けして算定する。空間近接行列と
は、地域空間に配置される経済主体間の結び
つきの強さを示し、通常、地域間の地理的距
離、時間間距離、交通量、取引量から推計す
る。 

４．研究成果 
前段の研究方法に対する研究成果は以下

のとおりである。 

(１) 州別資本ストックの推計 
３（１）の手法を用いて、1983 年から 2007

年までのインドネシア 26 州の資本ストック
を推計した。さらに、生産額と労働人口のデ
ータを加えて、供給面から各投入要素の地域
間経済格差への影響を分析したところ、資本
の賦存量の地域間格差が一人あたり GDP に
基づく地域間経済格差全体に最も大きく寄
与していることを明らかにした。 
さらに、Syrquin (1984)が産業間資源配分

の検証を目的に定式化した TRE（＝Total 
Reallocation Effect：全要素再配分効果）の
分析から、地域間資源配分効果の分析に応用
して、一国の経済成長を、各地域の資本・労
働の各投入量、資本・労働の各要素の地域間
再配分効果、純全要素生産性に分解して、生
産要素の地域配分が一国全体の経済成長に
与える影響を分析した。分析の結果、インド
ネシアでは、労働は効率性に基づいて地域配
分されている一方で、資本については、資源
産出地域よりも資本収益率の低いジャワ島
中心部に投資が傾斜する非効率な配分状況
が観察できた。 

尚、この成果は、Asian Economic Journal
（2013）で公刊済である。 

 
Syrquin, M., 1984, Resource reallocation 
and productivity growth. In: Economic 
Structure and  Performance: Essays in 



Honor of Hollis B. Chenery (eds Syrquin M., 
Taylor L. and Westphal L. E.), pp. 75–101. 
Academic Press, New York, NY. 

(２) 資本の生産力効果の推計 
３（2）で整備した地域マクロ経済パネル・

データと、「資本の地域配分は地域開発政策
に依存するためパラメータは各州で異なる」
とする仮定を用いて、コブ・ダグラス型州別
地域生産関数を推計した。同推計では、資本
のパラメータは各州の資本の生産力効果を
示している。 
推計の結果、アチェ、北スマトラ、リアウ、

東カリマンタン州の資源産出地域では資本
の収益性が高く、東西ヌサトンガラ州、マル
ク州の後発開発地域やジョグジャカルタ州
といった観光業に特化した地域では資本の
収益性が低い結果となった。 

なお、この成果の一部は、2014 年に
Government and Communities: Sharing 
Indonesia’s Common Goals の第 8 章で公刊
済である。 

(３) 地域間要素配分における効率性の検証 
3（3）で説明した手法を用いて、全国の国

民の経済厚生が最大となる競争均衡条件の
下での地域間要素配分（競争均衡要素配分）
と生産額（競争均衡生産額）を、応用一般均
衡モデルを用いて算定し、実際の要素賦存量
と比較した。 
検証の結果、要素配分については、ジャ

ワ・バリ地域への資本集中、ジャワ外島の農
村地域への労働人口の偏在、ジャカルタ周辺
地域への労働人口の集中など資源配分の不
均衡が確認された。 
さらに、各地域の①生産額の実績値(Actual 

GDP)、②実際の地域間要素配分の下で地域
生 産 関 数 に よ り 算 定 さ れ た 生 産 額
(Efficiently utilized GDP)、③競争均衡条件
下で算定された生産額(Efficiently allocated 
GDP)の３種類の生産額を計算する。さらに、
①の②に対する比率を(a)生産要素の利用状
況の効率性（Efficiency in utilization）、②の
③に対する比率を(b)地域間要素配分の効率
性（Efficiency in allocation）、①の③に対す
る比率を、(c)全体の効率性（Total efficiency）
と定義すると、(c)全体の効率性は（a）と（b）
の積として乗法分解できる。この乗法分解式
を、時間微分することで、(c)全体の効率性の
変化率を、（a）と（b）の和として、加法分
解して、その推移を検証した。 
分析では、生産要素の利用状況では、経済

危機以前の 1993 年から 2002 年を除き、その
効率性が改善していたことを示した。また、
地域間要素配分では、地方分権化の進展後の
2002 年以降はその効率性が前年より低下す
る傾向を示していたものの、それ以外の期間
では、概ね改善傾向を示した。 
また、全体の効率性への貢献度（観察期間

平均）をみると、（b）地域間要素配分の効率
性の改善の寄与が大きく、観察期間中の地域

間資源配分がより効率的に配置されてきて
いることを示している。 

なお、この成果の一部は、2012 年度の
Studies in Regional Science で公刊済である。 

(４) 投資の均等配分比率による地域開発政策
の検証 

３（4）で説明した投資の均等配分比率を
用いて、経済危機前後の地域開発政策の方向
性を、効率性と衡平性の観点から、明らかに
した。 
分析の結果、経済活動が集中するジャワ島

地域では、経済危機の起きた 1998 年とその
後の地方分権化の動きに一致するように、ジ
ャワ島集中から島外への分散へという投資
配分比率の変化が確認できた。 
また、2000 年から 2005 年までの資本のス

ピルオーバー効果の検証では、ジャカルタ州
が正のスピルオーバー効果を、東西ジャワ州
と中央ジャワ州の近隣３州が負のスピルオ
ーバー効果を示した。これは、ジャカルタ州
が周辺地域の資本ストックの効率的な使用
に伴う便益を享受する一方で、近隣３州は自
地域の資本の便益を周辺地域に提供してい
ることを示している。 
なお、この成果は、2014 年６月２－３日

開催のインドネシア地域学会全国大会にて
報告済である 
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